
はじめに

日本における会計学（と経営学）はその出

現と発展への刺激を主に外国から受けてきま

した。しかしながら，簿記・会計科目が日本

の高等教育機関に導入されたのは，他の国ぐ

にと比べると，比較的に早かったということ

ができます。まず，19世紀末頃まで，英米

の簿記・会計のアイディア実務が優勢でした。

ドイツ経営経済学（Betriebswirtschaftslehre）

の考え方は，それ自体がドイツの大学等で会

計学を教授していた人びとに負うところが大

であったのですが，日本の会計学者がそれを

取り入れるようになったのは，1920年代に

なってからのことです。その頃高等教育機関

では，簿記・会計科目が確固たる地位を占め

ていたのです。会計学に関するドイツの著作

は日本の会計学者に知的刺激を与え，彼らの

目を会計研究の理論的な面に向けさせること

になりました。けれども，日本の会計学者が

関心を抱いたには，ドイツ経営経済学のうち

会計学に関する面が与える研究上の意味にあっ

たようで，経営経済学全般に関心があったの

ではありません。日本の大学では会計学者と

は別個の経営学者グループが定着し，ドイツ

経営経済学の会計学領域の詳しい検討は会計

学者に任せるということで簿記・会計科目の

ほうが早くから存在していたことを考慮する

のが普通でした。現在では，日本の大学では，

会計学も経営学も普通同じ学部等に包摂され

ていますが，お互いにかなり独立して共存し

ているということができるでしょう。日本の

会計教育では簿記・財務会計が伝統的に強調

されるのであって，管理会計の専門家だけが

経営学のアイディアをその研究上直接的に関

連があると考えるようです。

本日は，明治維新（1868年）後の日本会

計学と経営学の主な風潮を見たいと思います。

それ以前の時期についての知見は無視し，日

本が外国の影響に門戸を開き近代に入ったこ

の時期に焦点を合わせることにします。まず，

最初のセクションで，第二次世界大戦までの

日本の高等教育における会計学の発展を考察

し，次のセクションで，第二次大戦後に物語

を続けてゆきます。いずれの時期についても

高等教育制度を簡単に見ておきます。最後の

セクションでは，会計学科目と経営学科目の

関連について考察し，本日の物語を終えるこ

とにします。

複雑な領域について語るとなると，語り手

の個人的見解が反映するのを避けることがで
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きませんから，偏見を導き出す危険がありま

す。私の個人的関心は，管理会計や監査より

も財務会計にありますので，管理会計や監査

の領域が不当に軽視されることになるでしょ

う。という意味で本日の物語は試論でありま

す。また，物語の性格上，多くの先学の名前

を挙げさせていただくことになりますが，敬

称を省いて呼び捨てにさせていていただくと

いう非礼をはたらきたいと思います。

第二次世界大戦までの日本にお
ける会計学の発展

高等教育制度

日本の近代教育制度の構築は1872（明治

5）年にやっと始まりました。旧東京開成学

校・旧東京医学校を合併し最初の国立大学と

して東京大学が創設されたのは1877（明治

10）年です。二番目の国立大学として京都

帝国大学が設立されたのが1897（明治30）

年です。国立大学教育の主要目的は官吏の養

成であって，当初，会計・ビジネス教育は提

供されませんでした。

その間に，主に私学ですが，新しいタイプ

の法学専門高等教育機関が出現しました。こ

れらの学校は法的には（実業）専門学校と呼

ばれていて，そのランクは中学校の上でした

が，大学より下で，学士号を授与する権利が

なかったのです。同じ頃，国立の商業専門学

校が生まれました。（東京）高等商業学校

（後の東京商科大学，東京産業大学，現在の

一橋大学）が1887（明治20）年に設立され

ました。二番目の国立高商として神戸高等商

業学校（後の神戸商業大学，神戸経済大学，

現在の神戸大学）が設立されたのが 1902

（明治35）年です。続いてその他の国立高商

も設置されましたが（山口，長崎，小樽），

東京高商と神戸高商は特権的地位にありまし

た。普通の高商は在学3年で卒業でしたが，

東京と神戸だけは予科1年，本科3年の合

計4年で，卒業すれば，東京高商に設けら

れていた 2年間の専攻部に進みこれを卒業

すると商業学士の学士号を得ることができた

のです。1915年までは東京高商と神戸高商

の卒業者にしか専攻部進学が認められません

でした。当時は一般には，中学卒業に続き3

年間の高等学校か大学予科を終え在籍 3年

間の大学を卒業した者しか学士号を得ること

ができなかったのです。東京高商と神戸高商

はこのようなわけで会計学・経営学教授の主

な供給源でした。

日本経済の急速な発展に伴って，私立専門

学校もビジネス教育に重点をおき始めました

（captainsofindustry）。現在の慶應義塾大

学（すでに1858－安政5－年福沢諭吉創立），

同志社大学（1875－明治8－年創立），早稲

田大学（1882－明治 15－年創立），中央大

学（1885－明治18－年創立）それぞれの前

身校を例に挙げることができるでしょう。し

かしながら，1918（大正 7）年の「大学令」

により公立大学だけでなく私立大学の設立も

認可されるようになるまで，私立大学は大学

としては法的にも承認されませんでした。

1920（大正 9）年東京商科大学，1929

（昭和 4）年神戸商業大学として東京高商，

神戸高商もそれぞれ大学に昇格されました。

平井泰太郎（1896－1970）はこれをドイツ

のモデルに従って高等商業学校が商科（業）

大学になる動きであると見ました（1923a,

1924a,1924b）。市立大阪高商が1928（昭

和 3）年市立大阪商科大学になっていました

から，第二次世界大戦末まで日本には国公立

商科（業）大学が3校存在していたことに

なります。東京，京都の両大学でも，その間
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1919（大正 8）年に経済学部が独立してい

ましたし，私立大学でも同様の動きがありま

した。

明治維新の前，1865（慶応元）年徳川幕

府により横須賀に製鋼所が設立されていまし

た。ここでフランス人会計主任の指導でヨー

ロッパ風簿記が日本で始めて用いられたので

す。会計帳簿はフランス語と日本語とでつけ

られていたと言われます （Shimme1937,

Nishikawa1956）。

1873（明治 6）年，日本語で書かれた 2

冊の簿記書が刊行されました。（Shimme

1937,Nishikawa1956）.一は福沢諭吉が著

わしたもので，『帳合之法』というタイトル

でしたが，実のところアメリカの商業学校の

簿記教科書BryantandStratton・sCommon

SchoolBookkeeping（Bryantetal.1871）

の翻訳でした。しかしながら，福沢は帳簿の

書き方を日本語でつけられるように改めなけ

ればなりませんでした。右から左に縦書きで，

漢数字を使ったのです。当時アラビア数字は

外国語であると考えられていたのです。もう

一冊は『銀行簿記精法』といい，イギリスの

銀行家アレクサンダー・アラン・シャンドが

大蔵省で講義した内容を翻訳・補正したうえ

出版されたもので，多くの銀行が採用しただ

けでなく，他の日本商工業企業簿記実務をも

かたち作りました。アラビア数字も次第に広

く用いられるようになりました。

東京に新たに設立された高等商業学校はい

わゆる「商業学」の広範な科目を提供しまし

た。「簿記」は 産業界に行きたい者にとって

は不可欠な科目であると常に考えられていま

した。その他の国公立・私立高等商業学校で

もカリキュラム構成はよく似ていました。し

かしながら，「経営学」はまだ充分見当たり

ませんでした。東京高商に限り1912（明治

45，大正元）年以降，上田貞次郎（1879－

1940）の「商工経営」を学ぶことができま

した。この科目を平井はドイツ語で「経営経

済」と呼んでいます。日本の簿記教育は20

世紀始めまで主にFolsom（1873）の簿記理

論（価値の等価的収支 ・coequalreceiptand

disbursementofvalues・）に拠るところが

大きかったそうです。

日本の株式会社会計に中心的な影響を与え

たのは商法でした。このいわゆる旧商法はド

イツ人の学者ヘルマン・レースラー（Hermann

Roesler）が，1861年の普通ドイツ商法典

（AllgemeinesDeutschesHandelsgesetzbuch,

ADHGB）に範をとり起草したもので，

1890年に公布されましたが，その施行は当

初一部にとどまり（Chiba1987）1899年に

改正商法が施行されたのです。このいわゆる

新商法には「財産目録」，貸借対照表」，「損

益計算書」及び「準備金及ヒ利益又ハ利息の

配當ニ関スル議案」の作成を求める株式会社

会計・外部報告に関する規定が含まれること

になりました（McKinnon1994:194）。

この当時ほかにも多くの複式簿記教科書が，

日本における会計学の伝統―一試論
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主としてアメリカ又はイギリスのソースに基

づいて書かれました。この点で東京高商卒業

者の業績には顕著なものがありました。例え

ば，下野直太郎（1866－1939）は，フォル

サム簿記理論の影響下にありましたが，

1895年の『簿記精理』で複式簿記原理解説

の新構想を提示しました（Shimono1929も

見よ）。また，1903年の『新案詳解商業簿記』

では，東�五郎（1865－1947）が株式会社

に適用される1899年日本商法の会計帳簿・

決算書作成規定につき始めての解釈を示しま

した。

20世紀初頭まで日本の教育機関では，こ

の科目はいつも「簿記」と呼ばれるのが通例

でした。1911年になって初めて「会計学」

が神戸高商で東の講じるところとなりました。

東京高商研究科がこれに続きました。1910

年吉田良三（1878－1943）が『会計学』を

上梓し，ハットフィールドの会計理論を祖述

しました。

1917年，有力な会計学教授（下野，東，

吉田，中村茂男）が発起して，「日本会計学

会」が創立されました。この学会の会員は大

学や高商の会計学の教員だけでなく実務家も

含みその数は年が経つにつれて千名を超える

ようになりました。このようにして，アカウ

ンティングの教育又は研究のための包括的日

本語名称として「会計学」又は「会計」が一

般的承認を得るようになりました。この学会

は月刊誌『会計』を編集するようにもなり，

それが会計学研究成果を公表する場となりま

した。この雑誌は現在も続いています。

この期間に，日本は産業革命を達成しまし

た。1902年，日本の会社資本金総額のうち

工企業のものが 17.5％で，商企業のもの

が50.1％であったのが，1912年には工企業

31.1％，商企業 49.2％になっていたのです

（Takahashi,1977:56）。さらに，日本が第

一次大戦に関わるところが少なかったため工

業の発展が促進されました。東京証券取引所

の前身はすでに1878年に開業していました。

しかし，市場は政府債取引が中心でした。財

閥は19世紀末に出現していて1920年頃に

企業集団としての地歩を固めていました。し

かし，初期の国際的会計実務の観察者は日本

の発展を見逃すのが普通でした。例えば，ハッ

トフィールドは1911年会計の国際比較を提

示しましたが，日本に触れるところなど全然

なかったのです（Hatfield1966）。

この時期の初め頃，国公私立の高等商業学

校が新たに設立されました（名古屋，福島，

大分，和歌山，彦根，横浜，高松，高岡，市

立横浜，県立神戸，高千穂，成蹊，大倉，松

山，巣鴨等）。また，公私立専門学校も大学

として承認されるようになりました（市立大

阪，慶応義塾，早稲田，明治，法政，中央，

日本，国学院，同志社，龍谷，専修，立教，

立命館，関西，上智，関西学院等）。これら

教育機関では，「簿記」又は「会計（学）」が

ほぼ例外なく授業科目として提供されていま

した。「経営学」もやっとカリキュラムに掲

96

1919年から第二次世界大戦までの会

計（学）



げられるようになりました。最初は1925年

神戸高商で平井泰太郎により導入された「経

営学」でした。「日本会計学会」に平行して

1926年大学商学部又は経済学部及び高等商

業学校の教員約100名によって「日本経営

学会」が創立されました。

1927年と 1928年に雑誌『会計』に掲載

された一連の論文で下野は収入・支出計算に

ついての彼独自の構想に基づく会計理論を展

開しました。彼の理論はシュマーレンバハの

動態論とは独立に構想された一種の動的会計

理論であると評価できるそうですが，欠陥も

ありました。例えば，会計計算が期間計算で

あるという性質を無視していたのです。大田

哲三（1889－1970）は，下野のアイディア

の欠点を取り除こうとしました。それは，将

来期間の費用であるとする資産の概念を明ら

かにすることによってでした。また，ドイツ

経営経済学の簿記・会計研究が日本の会計学

者の関心を惹き始めたのもこの時期でした。

フリードリヒ・シェア，オイゲン・シュマー

レンバハ，エルンスト・ヴァルプ，フリッツ・

シュミットのようなドイツ人学者の簿記・貸

借対照表理論についての知識が上野道輔

（1888－1962）・土岐政蔵（1893－1963）の

ようなドイツ経営経済学を熟知していた日本

人学者の発表論文によって普及しました。ド

イツ経営経済学者の会計学の著作は日本の会

計学者の関心を実務的会計研究から理論的会

計研究へと向けるのに貢献しました。

さらに，この時期工業が急速に発展したた

め，原価計算が重要になりました。特にアメ

リカにおける原価計算思考や原価計算方法の

発展に刺激されて吉田はすでに1917年工場

会計についての著作を書いていました。アメ

リカ人の著作（マッキンセー（MacKinsey,

JamesO.）等）に基づく原価計算，予算統

制，管理会計等に関する日本人の著作が

1920年代と1930年代に続きました。ドイ

ツ経営経済学の影響も1930年代に公表され

た原価計算に関するいくつかの理論的著作に

認められます。

日本におけるたいていの理論的会計研究が

この時代まではアメリカ又はヨーロッパの研

究の刺激を受け，日本の状況にあまり注目し

なかったのに対して，1920年代になると日本

の個々の会計学者・経営学者がヨーロッパ語

で日本の事情を紹介したり意見を述べたりし始

めました（例えばHirai1923a,1924b,1924a,

1924b,Higashi1929,Shimono1929）.日

本はもとより朝鮮の古い帳簿に関する日本の

会計学者の研究がありました（朝鮮開城簿記

法については Hirai1926を見よ）。日本の

会計に応用することを意図した日本の会計学

者の研究成果も1930年代に出現しました。

このような傾向に刺激を与えたのは，またま

た国際比較だけでなく，日本経済の厳しい不

況でもあったのです。

このような状況下に1930年，商工省に臨

時産業合理局が設けられたのです。ほかの委

員会に加えてここに「財務管理委員会」が設

置されました。この委員会の任務は企業財務

合理化の基礎としての企業会計の改善策の調

査研究でした。はじめに吉田，大田，東その

他の実務家が委員会メンバーに任命されまし

た。若い世代の会計学者が委員会の仕事を補

佐しました。

財務管理委員会は，とりわけ1943年「財

務諸表準則」を作成・発表しました。強制力

はありませんでしたが，当時の会計学教科書

の多くが準則を日本の財務会計制度解説の基

礎として用いたのです。かなりの数の大会社

がその決算書の形式を準則を参考にして改善

したと言われます（Kurosawa1990:258）。

日本における会計学の伝統―一試論
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会計教育と会計実務への準則の影響を考慮す

ると，準則のパラダイム効果は非常に大きかっ

たと考えることができるでしょう。しかしな

がら，準則の内容を法務省（司法省）商法規

則の形で法典化する意図が実現するには

1963年まで待たなければなりませんでした。

商法が資産につき時価以下主義評価を依然

として規定していたのに対して，1936年発

表の財務管理委員会「資産評価準則」は取得

原価主義一般評価原則を発展させたのです。

さらに，財務管理委員会は国際比較研究の結

果として1937年「製造工業原価計算準則」

を発表しました。これによると，日本の原価

計算制度は財務諸表準則の財務会計目的に奉

仕すべきものとされました。「製造工業原価

計算準則」も，特に日中の全面的衝突後日本

の原価計算教育と実務にパラダイム効果があっ

たのですが，日本経済がますます戦時経済の

性格を強めるにつれて「製造工業原価計算準

則」が陸海軍軍需品生産原価計算のモデルと

なりました。

1937年，大学・高等商業学校の会計学教

師約100名が「日本会計研究学会」を創設

しました。この学会が年次大会を開催するこ

とができたのは，1943年までで，1944年か

らは戦況の悪化とともに活動を停止しなけれ

ばなりませんでした。

第二次世界大戦後の日本におけ
る会計（学）の発展

高等教育制度

1945年日本の無条件降伏後 1949年教育

制度全般の大改革が行われました。高等商業

学校は29校あったのですが，新制大学の経

済学部，商学部，経営学部等に再編されたの

です。その他の専門学校，旧制高等学校も新

制大学に統合されました。大学院を卒業する

と，修士又は博士の学位を取得します。旧制

の国立大学を除き，日本の大学は普通は教授

をピラミッドの頂点に置く講座制で運営され

てはいないことに注意すべきでしょう。教授

は一定の学科目の研究者・教育者と考えられ

ています。教授又は教官には昔から現在まで

アメリカやヨーロッパを訪れ会計学又は経営

学の最新事情についての知見を得る機会があ

ります。のみならず，日本の学生には，普通

伝統的に，専攻分野の著作を外国語で研究す

ることを期待又は要求されているのです

（「外国書購読」，「外国文献研究」）。

日本の会計学・経営学研究・教育は現在主

に大学の経済学部，商学部，経営学部等で行

われます。日本政府の 2009年公式統計

（「学校教育基本調査」）によると，大学は

773校（国立86校，県・市立92校，私立

595校）ありました。日本の大学生約 270

万名のうち約19％が経済学部，商学部，経

営学部等に在籍していましたが，これらの学

科目を専攻する大学院生は約 8％にすぎま

せんでした。常勤の大学教授数は約 6万 8

千名でした。2010年，日本会計研究学会の

会員数は約 1,900名，その過半数が財務会

計問題に関心を抱いているようです。他方，

日本経営学会の会員数は2008年約2,100名

でした。いずれの学会にも教授のみならず准

教授，助教，実務家が正規のメンバーになっ

ています。

重要な出来事

財務会計と会計職業の規制の種々の変化が

今日の日本の会計実務の発展方向に重要な影

響を与え，高等教育機関で多くの研究成果を

生み出してきました（Yamashita1952）。

主な出来事は次の通りです。
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1.1948年「証券取引法」が制定され，商

法・法人税法とともに日本の会社企業財

務会計規制の 3本柱を形成することに

なりました（AraiandShiratori1991）。

2.1948年「公認会計士法」も制定。

3.1949年経済安定本部・企業会計制度対

策調査会（後の大蔵省／金融庁・企業会

計基準審議会，企業会計審議会）「企業

会計原則・財務諸表準則」を中間報告と

して公表。

4.1950年経済安定本部・企業会計基準審

議会「監査基準」・「監査実施基準」・「監

査報告基準」を中間報告として公表。

5.1962年商法計算規定の改正。

6.1962年大蔵省・企業会計審議会「原価

計算基準」を中間報告として公表。

7.1977年大蔵省・企業会計審議会「連結

財務諸表原則」を公表。

8.2001年「財務会計基準機構（企業会計

基準委員会を含む）」設立。

9.2005年「会社法」制定。

10.2007年「金融商品取引法」制定。

11.2009年から日本 GAAPが IFRSと同等

であることをヨーロッパ委員会が承認

（COMMISSIONREGULATION（EC）

No1289/2008）。

いろいろな財務会計基準を省令化した規則

は証券取引法／金融商品取引法に従う日本の

会社企業の会計実務を規制し，商法会計に加

えて証取法会計という新しい会計分野を生み

出す端緒となりました。省令はしばしば改正

され，基になった基準とともに大学や実務の

会計専門家による議論の対象になりました。

日本の会計基準については外国人が議論する

こともありましたが，時には日本人が（外国

学者と共同してのことあり）外国語で紹介・

論評するようになりました。いろいろな会計

の国際的分類研究が日本も対象に含めるよう

になりました（例えば，NairandFrank

1980,Nobes1998）。ただし，これらの研究

は日本財務報告の異なる属性を強調し，異な

る結論を導き出しました。国際的動向を考慮

して，証取法財務報告制度が2000年以降改

革されました（Sakurai2001,Kuroda1998,

2001）。企業会計審議会によるこの改革には

とりわけ，連結会計基準を国際化することに

加えて主要財務諸表として個別財務諸表では

なく連結財務諸表の開示，連結財務諸表の必

須構成要素としてキャッシュ・フロー計算書

の導入，退職給付に係る会計基準等の設定が

日本における会計学の伝統―一試論
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含まれていました。2001年 7月 26日の財

務会計基準機構の設立も国際情勢に応えるも

のでした。国際会計基準審議会との連携を強

化することがこの新しいプライヴェート財団

の役割です。この財団は基準設定団体として

企業会計基準委員会を有し，金融庁企業会計

審議会の活動に取って代わることになりまし

た。

会計学研究の焦点

日本では，ほとんどすべての会計学の重要

な著作にはイギリス，アメリカ，ドイツ等で

開発された学説の詳しい研究が含まれてきま

した。日本の会計学研究・教育に最も大きな

影響を与えたのはオイゲン・シュマーレンバ

ハとウィリアム・ペイトンであったと言って

よいでしょう。彼らの学説もいろいろな観点

から解釈されました。

1960年代の半ばまでのところ，日本の財

務会計分野のもっともポピュラーな研究トピッ

クは，期間損益計算の理論（実現概念を含む），

会計規制の研究，会計実体の理論および資産

評価の理論であったようです。

期間損益計算の問題

まずはじめに述べておきたいのは，シェア，

ニクリッシュ，オスバール，ル・クートル，

ライシュ-クライビヒ，シュマーレンバハ，

ヴァルプ，コフェロ，シュミットのようなヨー

ロッパの会計・簿記学説を深く研究した山下

勝治（1906－1969）がヨーロッパ諸国にお

ける損益計算制度の発展形態に関する理論を

樹立したことです（Yamashita1951a）。彼

の弁証法的な議論によると，損益計算の歴史

的発展には（1）口別損益計算から，（2）企

業全体についての総体的期間損益計算を経て

（3）製品の販売ごとに損益を個別化して計

算する制度（原価計算の財務会計への統合）

という3段階が識別されるというのです。

このような発展は，企業活動形態の変遷に誘

発されたというのです。

1970年代の中ごろになっても，日本の会

計学教授たちはシュマーレンバハ及びペイト

ンの学説に大いに影響されていると感じてい

ました。現在では，若い研究者たちはシュマー

レンバハの影響など受けていないと感じてい

るかもしれません。しかし，シュマーレンバ

ハの説が日本の会計学教科書の初めに述べて

あるのが普通でしょう。彼の学説は誰も意識

しないほど日本の会計学研究者の共有知識の

ひとつです。

シュマーレンバハの動的貸借対照表論（5

版，7版，11版）と彼の他の主な著作は土

岐政蔵によって日本語に翻訳され，多くの解

釈が発表されました。「支出未費用」，「費用

未支出」等の概念で説明する損益計算の構造

についての彼の学説は広く解説され，分析さ

れました（例えば，Tanihata1958,1960

1961,Takeda1962）。シュマーレンバハに

とっては，動的貸借対照表はまず第一に適切

な経営 管理のための損益計算でした

（M・nstermann1966）。しかしながら，日本

の会計学教授たちは独自の解釈を生み出し，

経営管理の観点を看過したようです。シュマー

レンバハ動的貸借対照表論による損益計算に

関する多くの研究が提示されたのは，財務会

計分野でした。費用収益対応原則に基づく利

益計算が日本の会計実務で一般に実行される

ようになったのは1949年「企業会計原則」

が公表されてからなので，動的貸借対照表論

から導き出された発生主義に基づく利益計算

は大きなインパクトを持っていました。動的

貸借対照表論は日本の減価償却実務の確立に

も重要な役割を演じたのです。シュマーレン
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バハの利益計算基本構造論は日本の大学会計

学教官によって再三再四議論されました。動

的貸借対照表論を精緻化したエルンスト・ヴァ

ルプ （1926）， エーリヒ・コジオール

（1949）の学説も注目を惹きました。

シュマーレンバハが提唱した利益計算の収

益費用アプローチは，「企業会計原則」に確

固たる基盤を提供しました。原則は法令によっ

て強制されなくても，会社が財務諸表を作成

するにあたり従うべきことが期待されていた

のです。また，神戸大学は伝統的にドイツ・

ケルン学派の会計学研究の中心であったと言っ

てよいでしょう。 事実，1953年80歳の誕

生日に神戸大学は日本における会計学・経営

学発展に対する大きな貢献に対し，シュマー

レンバハに名誉経営学博士号を贈りました

（KobeDaigakuKaikeigakuKenkyushitsu

1954）。

当時もう一人ポピュラーで影響を与えた研

究者はアメリカのペイトンでした。1953年，

ペイトン・リトルトンの「会社会計基準序説」

が中島省吾により日本語に翻訳されました。

この研究は，日本の会計学研究・教育にも大

きな影響を与えました。第二次大戦前は利益

計算は費用収益対応原則に厳密に従って行わ

れていたのではありませんでした。「企業会

計原則」が出されて，対応原則に従う利益計

算が実施されるようになったのです。ペイト

ン・リトルトンが提唱した説は「企業会計審

議会」会計基準の理論的根底と成り，日本の

会社会計実務を変えることになったのです。

1960年代中ごろペイトン以上に影響があっ

たのはシュマーレンバハくらいでしょう。ペ

イトンの会計公準説 ，企業実体論，会計測

定論については多くの日本人研究者が検討し，

引用しました。ペイトンの考え方はシュマー

レンバハの考え方と同様日本では少しゆがめ

られていたかもしれません。ペイトンはヴァ

リューと比較してコストについて議論してい

たのに日本の大学教授たちはかれの取得原価

測定論を強調しました。「原価凝着」，「努力

と成果」などについての彼の考え方は，シュ

マーレンバハの考え方はもとより日本の会計

学教科書の始めに説明されることが多いので

す。これらの考え方は原価主義測定と収益認

識の実現主義と関連するのです。伝統的な原

価・実現主義体制のもとでは，原価主義で測

定された生産要素のインプットが実現収益で

測定された成果としてのアウトプットが対応

させられゴーイング・コンサーンの利益が計

算されるというのです。第二次大戦後，彼は，

当初原価よりも支持していたヴァリューを再

び強調するようになり，時価主義的傾向を崩

しませんでした。

会計原則の研究

日本の会計学研究・教育でポピュラーなも

うひとつのトピックは会計原則理論の研究で

した。アメリカ会計学会などが1930年代に

発表したいろいろな会計原則は1960・70年

代日本で真摯に議論されました。これらドキュ

メントは利益と維持すべき資本との峻別はも

とより実現原則についての詳細な考察を含ん

でいました。1938年サンダース，ハットフィー

ルド，ムーアの会計原則は 1949年「企業

会計原則」の基礎となったと言われます

（JICPA1994a,Yamashita1952）。後には，

FASBのドキュメントが資産・負債アプロー

チを打ち出し，日本の会計学大学教官たちに

研究材料を提供しました。

連結財務諸表と国際会計

長い間日本商法は株式会社の個別財務諸表

の作成・開示しか規制していませんでした。
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証取法も個別財務諸表の開示しか求めていま

せんでした。日本企業が国内外で子会社や関

連会社を取得してその活動をますます多角化・

国際化するにつれて連結財務諸表の問題が出

現するのは必然でした。

企業会計審議会が1975年公表した「連結

財務諸表原則」に基づき大蔵省令が1978年

以降証取法に従う親会社につき連結財務諸表

の作成・開示を義務としたのです。実情はし

かしこれは同時にある大会社の粉飾実務への

対策でもあったのです。当初，連結財務諸表

は個別財務諸表の補足であると考えられてい

ました。1997年の「連結財務諸表原則」改

正まで，日本では連結財務諸表より個別財務

諸表のほうが重要であると考えられていたの

です。それは，配当可能利益が株主と債権者

間の利害を調整すべき会社個別財務諸表によっ

て決定されるからです。かつては株式市場に

それほど影響力がなく，企業の資金調達が銀

行に依存するところが大きかったので，投資

家に対する情報提供機能が実際上あまり重視

されていなかったのです。日本の会計雑誌に

連結財務諸表に関する記事が掲載されました

が，連結原則についての技術的コメントが主

でした。

このような状況は次第に変化してゆきまし

た。現在では，企業業績に関するニュースは

連結ベースによるものが中心になっています。

また，1997年持株会社禁止令が撤廃されま

した。この年に企業会計審議会が連結財務諸

表を日本財務報告制度の中心にすえるよう提

案したのです。1998年，大蔵省もこれに応

え省令の開示規制を改正し，2000年3月期

から施行しました。2005年の会社法では，

金融商品取引法に従う大会社にも連結計算書

類を作成開示する義務があります。

会計基準の国際的調和化圧力が高まるにつ

れて，国際的に調和化された会計基準と伝統

的な日本式経営との関連についての論議も

ありました。1970年代日本で発表された

約 7000の会計学論文についての調査研究

（Hiramatsu1981）によると広く定義した

国際会計に関するものが1970年代の初め頃

約 5％であったのが 1979年には約 15％に

増加していました。この割合は増加し続けた

ものと思われます。会計学の高等教育でも国

際会計論の最初の講座が1975年神戸大学に

設けられました。その他いくつかの大学でも

国際会計（論）が開講され始めました。繰り

返し述べてきたように，日本の会計学大学教

官たちは，伝統的に知的追及にあたり外国に

目を向けてきました。日本の会計学理論研究

が程度の差はあっても外国の会計学理論を反

映していたし，現在でも反映していることを

否定することができないでしょう。この意味

で日本の会計学研究を国際的であると特徴付

けることができるでしょう。しかしながら，

日本の研究者が国際会計の問題に直面したと

き，外国の理論面だけでなく，基礎となる外

国の社会的経済的条件はもとより会計基準設

定メカニズムにも目を向けなければなりませ

んでした。彼らは国際会計の発展に照らして

日本における会計の基本的役割について考察

したのです。ある研究成果が日本の会計環境

を分析し，日本の会計基準・実務を国際会計

基準に調和化させる必要があると指摘しまし

た（Okada1997）。

これらのほかにも，興味深い研究が展開さ

れましたが，ここでは省略させていただき，

日本の会計学研究において存在し，消滅した

かに思われる一傾向を指摘しておきたいと思

います。それは日本の会計学研究者の一部が

主張したいわゆる批判会計学です。彼らは学
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会の主流にはならず，少数派にとどまったと

思いますが，カール・マルクスの社会主義的

見解に深く影響されて，特に1950年代から

70年代の高度経済成長期に日本・アメリカ

の会計研究に見られた支配的「資本主義的」

傾向の論理に批判的でした。この批判会計学

思想はマルクス経済学に基づく戦前日本の経

済学・経営学研究から導き出されてものです。

批判会計学研究者は日本の伝統に倣ってソ連，

ドイツ民主共和国（東独）などの会計も分析

し，理論展開が明確であったためでしょうか，

かなりの支持者がありましたが，日本の会計

に対して建設的な議論を提供することがあり

ませんでした。

日本における会計学と経営学の
伝統的関係

日本では，会計学者が一般に経営学を大学

での独立学科として確立したかったり，会計

学が現に存在することを尊重しながら経営学

の本質と会計学との関連を考察したりしたの

ではありません。それは会計学者以外の研究

者だったのです。いずれの研究者グループも

ドイツ経営（経済）学を発展させたのが会計

学研究者であって，会計学がドイツでは経営

（経済）学の中に統合されていることを熟知

していました。しかしながら，現在日本の大

学の会計学者も経営学者も会計学と経営学の

関係にあまり注意を払っていないようです。

そこで，昔の学者たちの考えを検討してこの

関係を少し考えてみることにしましょう。

上田貞次郎は，1901年頃「商工経営」とい

う科目を東京高商で導入したとき，日本にお

けるこの新科目の内容を明らかにしようとし

ました。在外研究時に1905年彼はバーミン

ガム大学でアシュレイと議論し商業教育につい

てのアシュレイの考え方はもとより，ドイツ

における経営経済学（Handelsbetriebslehre,

Privatwirtschaftslehre, Betriebswirtscha-

ftslehre）賛否両論を心得ていました。効率

性考慮（経済性）によって導かれるべき経営

と利潤追求原理によって運営さるべき企業と

の区別に基づき上田の経営学は商業，工業，

財務領域における効率性問題を扱うべきもの

としました。しかしながら，上田の経営学体

系には会計学は統合されず別個の学科であっ

て，経営学のために利用すべきものとされて

いたのです（Ueda1930,1937）。

戦前日本のもう一人の代表的経営（経済）

学者増地庸治郎（1896－1945）は1923年か

ら1925年までベルリン商科大学ハインリヒ・

ニクリシュのもとで研究生活をしたのですが，

日本の経営（経済）学は経営管理のための会

計学を含むべきであると主張しました。ただ

し，所有者の立場からの会計学は彼の言う経

営（経済）学の一部門を構成すべきではない

としたのです。彼は「予算統制」のことを言っ

ているようですが，当時予算統制論は日本で

はまだあまり発達していませんでした。それ

にもかかわらず，彼は管理会計の研究・教育

を経営（経済）学者ではなく，会計学者の仕

事であるとしたのです。大学での分業という

ことなのでしょう（Masuchietal.1929）。

さらに，ドイツ経営（経済）学文献の広範

な研究に基づいて古川栄一（1904－1985）

は，日本経営（経済）学の会計学部門は「外

部報告目的会計」と「内部報告目的会計」と

いう二領域から構成されるべきであると主張

しました。同時に彼は内部会計に決定的な重

要性を与え，経営（経済）学の観点からは外

部会計には派生的な意義しかないと論じたの

です（Furukawa1942）。

会計学者の側では黒澤清（1902－1990）
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が経営（経済）学の経営分析論（Betriebs-

analyse），貸借対照表論（betriebswirtscha-

ftlicheBilanztheorien），原価計算論，予算

統制論のすべてを経営（経済）学の会計学部

門であると特徴づけました（Kurosawa1933）。

はっきりしないのですが，彼は「計算経済学」

のようなものを考えていて，会計学の全部門

を包括させようとしていたのかもしれません。

第二次世界大戦後平井康太郎は，経済学部

と並んで国立大学最初の経営学部を創設する

ことに成功しました。これこそ神戸大学経営

学部なのです。平井の神戸高商卒業論文はル

カ・パチョ－リの簿記に関するもの（「『ぱち

おり』の研究」）で，これに基づく論文が

1918年公刊されました。1921年から25年

まで平井はヨーロッパを訪ね主にドイツに滞

在しベルリンのニクリシュ，ライプツィヒの

ペンドルフ，フランクフルトのシュミットの

許で研究生活を送りました。帰国すると彼は

ドイツ経営経済学のエクスパ－トになってい

て，「日本経営学会」設立の中心人物になり

ました。彼は「日本会計学会」の会員でもあ

り，雑誌「会計」にドイツ貸借対照表論に関

する論文も発表しています。神戸商業大学の

彼の研究室から，山下勝治，坂本安一，丹波

康太郎，戸田義郎，久保田音二郎など多くの

会計学者が輩出しました。平井の経営学には

会計学領域が当然のこととして含まれていま

したが（Hirai1926,1935），彼自身は会計

学研究を次第に他の研究者に委ねました（た

ぶん大学での分業？）。大田哲三はかつて平

井が優れた会計学者になるだろうと期待して

いたのですが，この点で平井は太田をがっか

りさせたことになるのです。

ですから，日本では，1930年代末頃まで

は，分業関係が現れつつありましたが，代表

的大学での会計学と経営学の間に人的・制度

的結びつきもあったようです。現在の日本で

は，経済学部，商学部，経営学部などが会計

学と広範囲に及ぶビジネス関連科目を提供し

ています。「財務会計」，「管理会計」，「監査」

のような会計学関連科目がいろいろなレベル

の学生に提供され，ビジネス教育は，「経営

学総論」，「経営組織論」，「経営戦略論」，「経

営財務論」，「人事管理論」，「マーケティング」，

「銀行論」，「保険論」，「交通論」などの科目

で組織されていますが，これらは一部かつて

の日本商学の伝統を反映するものでしょう。

現在日本のビジネス科目の範囲には社会学や

心理学の要素を含むことがあります。そして，

現在日本のビジネス問題研究者が議論をする

とき経済の専門家ではないような印象を与え

ることがあるのです。会計学と経営学の学科

目がそれらの研究者・教育者はもとより同一

の組織単位内で共存しています。そして，ア

イディアを交換する可能性があるはずです。

しかしながら，会計学および経営学をめぐ

る日本の伝統的条件のため大学におけるそれ

ぞれの研究者まで両学科も他に頼ることなく

自分だけで存在していると考えるようになる

と思われます。企業会計審議会の 1962年

「原価計算基準」が主に財務会計システムに

埋め込まれている原価計算を考察していたの

に対して，現今日本の管理会計研究者は意思

決定のための会計，業績評価のための会計な

どのような広い研究領域を心に描いています

（Kobayashi1993,Okamoto,1996,Kato

2007）。であれば，日本では管理会計論を専

攻する研究者は,財務会計論の研究成果より

も広範な領域を含む経営学研究に親近感を抱

くように思われるのです。

本日お話してきたように，日本の会計学も

経営学も外因性の学問，輸入文化財であるこ

とは否定することができません。また，ドイ
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ツ経営（経済）学が日本のビジネス問題研究

者の関心を惹いたとき，アングロ・サクソン

源流の会計学が日本の高等教育機関で確固た

る地位を既に占めていました。イギリス及び

アメリカの会計学が独立の学科として発達し

てきたのであれば（Mueller1967），このこ

とが日本にも当てはまるように思われます。

文化人類学者がかつて指摘したように

（Nakane1972:38），日本社会の基礎にはタ

テの職能的結びつきに沿って強いセクショナ

リズムがあります。この結びつきが形成され

るのは個々の大学，個々の学部，個々の学科

目，学科目の個々の分野，個々の講座等々で

す。日本の社会では如何に狭くても専門化さ

れた領域の研究に専心するのが大学研究者の

美徳であるとされ，研究者に期待されます。

そこで，学際的研究や統合への傾向より大学

でも作用する日本の社会規範が研究・教育が

相互に影響することがあまりなく会計学は会

計学で，経営学は経営学でというように別個

の学科目で発展されることをサポートする傾

向があるのではないでしょうか。

おわりに

伝統的に日本の会計学も経営学もそれら

の出現と発展へのインセンティヴを外国か

ら得てきました。でも，外国と比べると，

簿記会計科目はかなり早く高等教育機関の

カリキュラムに導入されました。当初はアン

グロ・サクソン国に由来する会計（学）が

19世紀末から 20世紀にかけて日本では普

及していました。主として会計学者によっ

て発展させられてきたドイツ経営（経済）学

（Betriebswirtschaftslehre）の考え方を日本

の会計学者が取り入れるようになったのは

1920年代のことです。そのとき高等教育機

関では簿記会計科目は重要なビジネス教育学

習科目として確固たる地位を占めていました。

しかし，日本の会計学者の関心はドイツ経営

（経済）学の全領域よりもその会計関連領域

の研究成果に限られていたようです。ただし，

ドイツ経営（経済）学は会計学研究の理論的

側面の発見に知的刺激を与えました。日本で

は，会計学者ではなく，経営学者が，高等商

業や大学に会計学が現存することを考慮しな

がら，経営学を自ら確立しようとしたのであ

ると思われます。そうして，日本の経営学者

たちは会計学を独立学科として研究・教育し

ている同僚会計学者たちに会計学研究を委ね

る傾向がありました。

しかしながら，特に第二次世界大戦後，日

本の経営学者たちは，新たに生まれた大学の

多くのビジネス関連学部でビジネス科目の全

内容を形成しようとしたとき，アメリカ経営

学の広範な研究分野の成果を受容するように

なりました。それは戦前の高等商業における

商学科目が百科事典的に提供されていたとい

う日本の伝統，又は戦後日本の研究者たちの

ドイツ語能力の低下のせいかもしれません。

現在の大学では，会計学も経営学も，同じ

学部に含まれていても，お互いにかなり独立

して共存しています。現在日本の財務会計研

究がアメリカの会計問題からのあるいは最近

国際会計基準審議会が持ち出す問題の圧倒的

影響下に行われていることを否定することは

できません。論文は外国研究者の文献サーヴェ

イから始まり，それらの理論的・論理的首尾

一貫性を改良するため，又は日本の財務会計

基準に関わる場合，日本の社会経済的条件に

照らしてそれらを精緻化するために議論を展

開することが多いのです。会計に関連する外

国の趨勢はよく知られています。これが日本

の伝統と一致する状況なのです。しかしなが
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ら，その場合，日本の財務会計研究は経営学

の研究成果にあまり注目しないでしょう。せ

いぜい管理会計論が経営学の中に，日本企業

の実務を独自に理論化するときドイツ経営

（経済）学やアメリカ経営学に言及して経営

学に親近感を持つのでしょう。全社的マネジ

メントである原価企画研究がその適例でしょ

う。
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